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　 1 ．は じめ に

　地 震動を受 ける骨組構造物 の柱部材は 、 水平 2 方向 の 地震力に よ り 、 2 方向の 曲げ とせん断 力

を受 け る 。 さ らに 、 高層建物 の 外柱と隅柱は 、 大きな変動軸力も受ける 。 部材の 実験 ある い は 地

震応 答解析 に よ る研究では 、 2 方向地震力を考慮す ること

の 重 要性が しば しば指摘 され て い る。 耐震設計は本来 こ の

よ うな 3 軸 の 応力状態で の 柱の挙動 を基本 に して 行われ る

べ きで あ るが 、 現行 の 設計で は 2 方向地震力の 同時性 は、

陽な形で は一切採 り入れ られ て い な い の が現状で あ る 。

　一
方、鉄筋 コ ン ク リー ト造建築物IC関す る研究分野で は、

（超 ）高強度材料 を用 い た 鉄筋 コ ン ク リ
ー トの 実用化 を目　　　　　96464649

指 した組織的な研究開発が行われて い る 。 本研究は 、 こ れ 　　　　　　　　
250

らの研究開発の一環 として 、 高強度の鉄筋と コ ン ク リ
ー ト

を用 い た柱 を対象 として 、 2 方向 の 曲げ、せ ん 断 と一定軸

力 また は変動軸力を受け る場合の 挙動を明らか に す る こ と

を 目的 と して 静加 力実験を行 っ た もの で あ る。

　 2 ．実験概要

　 2 ． 1 試験体特性

　柱試験体は 、 超高層鉄筋 コ ン ク リー ト造建物の 1 階 の 外

柱及 び隅柱を想定 し 、 縮尺約 1／3の 試験体を同 じ寸法配筋

で 2 体作成 した 。 試験体の 形状寸法 、 配筋詳細は図 1 と表

一 1 に 示 す 。 即ち 、 柱断面は 25cmX25cm 、 柱 の 内法高 は 1

00c皿 で 、シ ア ス パ ン 比 は 2．0と した 。

　 2 ． 2 材料の 力学特性

　主 筋は D13 、引張降伏強度 6200kgf／cms 級 （SD70に相当）

の鉄筋を用 い た。 横補強筋は 5φ、 引張降伏強度 IOOOOkgf／

cm　2級 の ス パ イ ラ ル 補強筋 と副帯筋を用 い 、 全て の 主 筋を

拘束 した 。
コ ン ク リー トは設計強度700kgf／cm

：

として 、 普

通 セ メ ン トと最大粒 径 20mmの粗骨材、水 セ メ ン ト比 28X 、

細骨材率 3SXと して 、 高性能減水剤 を用 い て調合 した 。 試

験体 を横に して コ ン ク リ
ー トを打設 した 。 使用 した鉄筋及

び コ ン ク リー トの 材料特性 は表一 2 に 、 応力度一歪度の 関

係は図 2 に示 した 。
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図 1　 試 験体
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表一1　 試験体一覧表

試 験体 b罵D
（風囮）

H
（mm ）

a／D 主筋
Pg（瓢）

補　　強　 　筋 P胃

（毘）

軸　　力
四（ton）

軸 力 比

変動範囲

N − 1 200 0．5（一定）

N − 2250x25010002
．012

− D132

．4402

− 5φ＠ 40（Spira1）

卜 5φ＠40（副帯筋）
0．60

一50〜250 一〇．1〜0．6
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図 2　 鉄筋及び コ ン ク リ
ー ト材料の 応カー歪関係

　2 ・ 3 加力方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 一2 材料特性 （単位 lkgf ／c皿
・

）

　加力装置を図 3 に 示す 。 こ の 装置は、両端に ユ ニ

バ ー
サ ル な （2 軸 あ るい は 3 軸の 回転に 対 して 自由

な ） ピ ン を もっ 鉛直方向の 油圧 ジ ャ ッ キ 4 台 、 水平
　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　
方向 の ジ ャ ッ キ 2 台 （EW 方向） 、 ア ク チ ュ エ

ー
タ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
l台 （NS 方向）の計 7 台を用 い て 、門型の 鉄骨治

具を介 して 試験体上部 の 応力あ る い は変位を任意の
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

目由度で 制御 しうる もの で ある 。 本実験で は、水平　　　

ジ ャ ッ キ および ア クチ a エ
ー

タ leよ っ て NS 、 EW 　 　 　

両方向の 2 軸逆 対称曲げ モ ーメ ン トを与え 、 4 台の

鉛直 ジ ャ ッ キ に よ っ て軸力を与え る 。 さらに 、 頂部の 回転変位が生 じな い よ うに 各鉛直 ジ ャ ッ キ

を独立 に微調整 して い る 。 また 、柱頭 の 水平捩れ変形 は図 3 （b ） に示 した EW 方向 の 2 台 の 水

平 ジ ャ ッ キ を用 い て 制御 した 。

　水平加力は 柱頭の柱脚 に 対す る水平変位で 制御 し、図 4 に示 した 四つ 葉型の水平変位履歴を強

制 した 。 NS および EW 方向の 水平変形成分の 部材角を 、 5／1000 、7．5／1000、10／1000、15／100

0、 20／1000、 30／1000の 順で 漸増させ、各変形角 レ ベ ル で 斜め方向‘こ そ れ ぞれ 1 サ イ ク ル ずっ （加

力 パ ス A ：stage 　 1〜8、 加力 パ ス B ：stage 　9〜 16）繰返 した 。 以下で は 、 変形 レ ベ ル を NS 、 E

W 方同 の 部材角で 参照する が 、 各サ イ クル に おける斜め方向の 最大部材角は 、 こ れ らの f7 倍に

な っ て い る こ と に 注意す る必要が あ る 。

　試験 体 に は初 期軸力を加えて か ら水平加力を行 う 。 試験 体 N − 1 で は、か な り高 い 一定軸力 20

0tonf （σ 。
＝ 320kgf／eバ ，σ 。／σ ．≒ 0，5）を与えて加力 した 。 試験体N − 2 で は、梁降伏型 骨組

の隅柱 を想定 して 、 初期軸力 50tonf （σ 。
＝80kgf／cm3 ） と両方向の 水平力 の 和に比例す る変動軸

力を与 えた 。 即ち 、 軸力に よ る平均応力度 σ は 、 両方向水平力に よ る平均せ ん 断応力度を τ ．、
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図 3 （a ）　 NS 方向加力装置
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図 3 （b ）　 EW 方向加力装置
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注：数字L2．．．16は加力順番を表わす。

図 4　 加力履歴

τ ， と して 、 次式 に した が っ て 変動 さ せ た 。

σ
＝

σ o 十 4 （τ 罷
＋ τ 1 ） ［kgf／cm1 ］ （1）

　軸力は圧縮 を正 、水平力 はNS 、 EW 方向 に お い て 、それぞれ N → S 、 E → W 方向を正と し、

式（1）の せん断応力度は繰返 し加力に おけ る水平せん断力の符合 の 定義 に したが うもの とする 。

した が っ て 、
パ ス B で は 、 変動軸力の 変動幅が パ ス A に 比 べ て相対的 に小 さ くな る 。 結果的 に 試

験体 N − 2 の 軸力の 範囲は 、 σ ≒ − se−w ＋ 400 ［kgf／cm2 ］とな っ て い る。

　 2 ． 4 測定方法

　試験体柱頭 の柱脚 に 対す る 2 方向 の 水平変形お よ び軸方向変形 は電気 式変位計 で計測 した 。 ま

た 、 危険断面位置 に お ける主筋 の 歪 、 柱軸方向主筋の 歪分布 、 横補強筋 の 歪等は ワ イヤ ス ト レ イ

ン ゲ
ージ で 計測 した。

　 3 ．実験結果及び検討

　 3 ． 1 破 壊経過

　試験体 は 2 体と もに 曲げ降伏 した後、部材角 30／1000の大変形に達す る前に は大 きな耐力低下

を起 こ さず比較的安定 した 挙動を示 した 。 図 5 に試験体の ひ び われ状況を示す 。
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（試験体 N − 1 ）　　　　　　　　　　　　　 （試験体 N − 2 ）

　　図 5　 試験体 の ひ び割れ状況 （R・ 15／1000の 時）

　試験体 N − 1 は 、 部材角5／1000の 変形 で は 危険断面 に 曲げ ひ び割れが生 じ 、 部材角7．5／1000の

変形で は 、 危険断面に お け る隅の 鉄筋が 降伏 した後 、 変位振幅の 増大に 伴 っ て 曲げ圧縮側に縦ひ

びわれ が生 じ 、 か ぶ り コ ン ク リ
ー

トが圧壊に よ っ て 、 剥落 し始め た 。 こ の 変形 レ ベ ル は一方向加

力 ［1］の 場合と比較 して 、やや小 さい 傾向があ る 。 部材角20／1000の変形で は柱全長 に わた っ て 中

段筋に沿 う縦 ひ び割れが生 じ、部材角30／1000 の 変形 に 至 っ て は 、 ほ ぼ全長 に わ た っ て かぶ り コ

ン ク リ
ー

トが剥落 した 。 また 、フ
ープ筋に よ る拘束効果が有効 で あ っ た た め、 コ ア コ ン ク リ

ー ト

に は顕著な圧壊は 見 られ なか っ た 。

　試験体 N − 2 に お い て も部材角

20／1000の 変形ま で は ほ ぼ 試験体

N − 1 と同様な破壊経過を示 した 。

ま た 、 試験体 N − 2 で は NS 方向

載荷 に お い て 、作用 軸力が試験体

N − 1 に 比 べ て 大 きくな る場合が

あるが 、 そ れ以外で は小さ くな る

た め 、 部材角30／1000の 大変形時

に お い て もコ ン ク リ
ー

トの 圧壊お

よ び剥離状況は 試験体 N − 1 に比

べ て 軽微で あ っ た 。

　 3 ． 2 荷重一
変 形 の 関係

　柱危険断面の 曲げ モ ーメ ン トは 、

柱頭 に 水平 変形を与 え られ た 時 ジ

ャ ッ キ と ア ク チ ュ エ ターの 傾 く角

度を考慮 して 精算 した 。 即 ち 、 せ

ん断力は 、
P − △効果の影響及び

直交方向の 変形に よ っ て 生 じる水

平加 力軸の 移動 に よ る 誤差 を 控 除

した もの である 。 なお、柱部材が

受け るせん 断力は曲げ モーメ ン ト
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　図 6　水平せ ん 断力 と水平変形 の 関係
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か ら換算 した。 各試験 体の NS 及

び EW 方向の せ ん 断力 と部材角 の

関係を図6 に示す 。 また 、 水平面

上で の せん断力 ベ ク トル と変位 ベ

ク トル の 関係を図7 に 示す 。

　一定軸力を受け る 試験体 N − 1

で は 、 水平カ
ー
変形関係 （図 6 （a ）

） に お い て 正載荷と負載荷時 の 履

歴 ル ープが ほ ぼ 対称で あり 、 部材

角10／1000の 変形 まで は 、 除荷後

の残留変形が少な く、 ほぼ弾性的
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　 図 7　 水平せ ん断力 と水平変形 ベ ク トル の 関係

な挙動を示 し た 。 部材角15／1000の 変形で ほぼ最大耐力に達 したが 、 部材角7．5／1000の 変形以後

に お い て 主筋が降伏 し、且つ か ぶ り コ ン ク リー トの 圧壊が進行 した ため、最大耐力まで の耐力

の 上昇はわずか で っ た 。 また 、 部材角 20／1000ま で は耐力低下がな く、安定 した挙 動を示 した 。

なお、一
方向 の 変形を一定値に 制御 した場合に は、そ の方向の耐力は直交方向加力の 影響で 大 き

く低下 した 。

　一
方 、 変動軸力を受ける試験体 N − 2 （図 6 （b ））で は 、 軸力増大側で は剛性低下 は少な く、

軸力が 減少す る に したが っ て 剛 性低下が大きくな る。 各変位振幅 に おけ る最大強度に関 して は、

軸力増大側が軸力減少側に比べ て かな り大 き い 。 大変形で の 強度劣化 は軸力減少側で は み られず、

軸力増大側 に お い て も大き くは な い
。 また、同

一変位振幅 に お け る一回 目と二 回 目の 繰 り返 しで

は 、 加力履歴 の 相違 に よる作用軸力 レ ベ ル の 差 leよ っ て 、 最大強度及び履歴 ル ープの 形状が異な

る 。 即 ち 、
パ ス A で は軸力 の 変動幅が大 きい た め 、 最大軸力側で は耐力が大きく、 直交方同加力

の 影響に よる耐力低下 も大 きくなるが 、 最小軸力側では耐力お よび直交方向加力 の 影響が共 に 小

さい 。 しか し 、
パ ス B で は 、 軸力の 変動幅が 相対的に 小 さ くな るた め 、 非 対称性が 顕著で は な く

な る。 実地震動を受 け る時 の 柱 の 軸力変動は こ の よ うな パ タ ーン と は限 らな い が、軸力の変動が

柱部材の 曲げ耐力と剛性 に対す る影響が複雑で あ る こ とが実験結果で示 さ れ て い る 。

　 3 ． 3 軸方向変形

　試験体の 軸方向変形 と水平方向の 加力履歴 との 関係を図 8 に示す。
一定 の高圧 縮軸力を受 け る

試験体 N − 1 の 場合は 、 水平加力の 進行

に 従 っ て 軸方向縮 み変形が徐々 に 蓄積 さ

れ 、 最終的には軸方向の 大変形 に よ っ て 、

試験体の軸方向圧壊が生 じた 。 これに対

して 、 引張と圧縮の 繰返 し変動軸力を受

ける試験体 N − 2 で は 、 軸方同に 伸び と

縮み変形が繰返 して 生 じ る が 、 最大軸力

が試験体 N − 1 よ り も大 きい teもかか わ

らず 、 軸方向変形が あ まり進行せ ずに 、

一定高圧縮軸力を受け る試験体とは明 ら

か に異な る挙動を示 した 。

　変動軸力を受け る試験体 N − 2 の 軸力
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　 図 8　軸方向変形 と水平変形 の 関係
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　柱 の NS 方向と EW 方向の 曲げモ ーメ ン トの 関係を X − Y 平

面上に プ ロ ッ トした もの を図 10 に示す。 図中に 、 現行の 構造

計算指針 ［2］の 曲げ終局強度略算式に よ っ て 、

一
方同 （NS 、

EW ）に お い て 算定 した結果を破線 の 円 で 示 し、実験結果と比

較 した 。 そ の 結果 、

一定軸力を受ける試験体 N − 1 で は 、実験

に よ る最大耐 力は従来の 略算方法に よ る結果 とほぼ対応 した 。

変動軸力 を受 ける試験体 N − 2 に っ い て は、実験に おけ る最大

耐力時の 作用軸力に対 して 略算式で 耐力 を評価 した 。 実験値 は

計算値 よ り着干大 きい が、両者は概ね 対応 して お り 、 従来 の 曲

げ強度略算式は高強度柱部材に も適用可能で あ ると考え ら れ る 。

一
軸方向変形関係を図 9 に示す 。 圧縮軸力を受ける時の 軸方向挙動は 、 水平変形部材角が 小さ い

範囲 （7．5／1000まで ）で はほぼ弾性で あ るが 、 水平変形が 大 き くな る と、軸方向剛性が次第に低

下 し、軸方向変形 も大 きくな る 。 即ち、軸方向変形 と水平方向変形の 間に大きな相互作用が存在

す る 。 こ の こ と は従来の 解析で は ほ とん ど考慮 され て い な い こ とで ある 。
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図 9　軸カー軸方向変形

　 4 ．結論

　本実験 に よ り 、 高強度鉄筋コ ン

ク リー ト柱部材 の 2 軸曲げ相互作

用及び変動軸力 の 効果を含む復元

力特性が明らか に な っ た 。 水平二

方向加力は、一方向加力 と比 べ ［1］

隅角部 の か ぶ り コ ン ク リ
ー

トの 圧

壊 と鉄筋の 降伏が 小さい 変位 レ ベ

ル で 起 きる傾向が見 られ たが 、 靱

性およ び一定軸力下 の 耐力に っ

い て は 顕著は差異は 確認 さ れ な か
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　図 10 　 Mz − M
，関係及び部材耐力の比較

っ た 。 また 、

一
定軸力と変動軸力で は軸方向変形に大きな差が見 られ 、 変動軸力の場合の最大軸

力は一定軸力の場合ほ ど軸方向変形 に対 して 影響が な い 。 実験に よ る耐力は従来の 曲げ強度略算

式で 評価 した結果とほぼ
一致 して い る 。 本実験 の 柱試 験体 は 十分な 補強筋を配 した た め靱性 の あ

る力学的挙動を示 したが 、 脆性的破壊が生 じる場合に っ い て は今後 も引続き検討す る必要が ある 。
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